
 

2022年度 横浜市青少年育成センター 事業計画一覧表 

事業の柱 
公益目的 

事業区分 
事 業 名 内 容 

実施時期 

／回数他 

Ａ 

青少年活動

を支援する

事業 

あ 

施設の貸与 
諸室及び物品の貸出 

諸室や機材・物品、印刷機や作業スペース等の貸出
を行うことで、青少年育成団体の活動を支援します。
また、オンライン配信の補助や倉庫など空きスペース
を提供する等、施設の新しい活用方法を提供します。 
(1)研修室や研修機材等の貸出 
(2)活動支援（印刷ルーム、交流スペースの提供、

空きスペースや展示スペースの貸出） 
(3)利用者サービスと利用促進 

電子マネー導入、SNSでの利用案内ほか【新規】 

通年 

え 

相談、助言 

相談・コーディネート 

青少年に関わる全ての団体や人々に対して、プロ
グラムの企画立案や組織運営、資金調達、会場の優
先利用、地域での活動、研修会の講師選定や企画等
の相談・コーディネートを行います。 通年 
関内周辺の地域特性に応じた青少年育成のモデル

事業(若者相談等)の新規立ち上げに向けて、協働す
る企業や団体等の調査や企画・立案を行います。 

情報の提供 

青少年育成に関する情報や図書を提供する
ユースライブラリーの運営やホームページ、ＳＮ
Ｓ、情報紙を通じた青少年活動の情報発信を行い
ます。 
(1)ユースライブラリーの運営（図書貸出や紹介） 
(2)ホームページやSNS、情報紙による情報配信 
(3)空きスペース(壁面等)を活用した情報提供 

(1)通年 

(2)通年 
情報配信４回 

(3)通年 

お 

調査、資料収集 

調査・資料収集 

市内の青少年活動や見本となる活動等の調査
や情報収集および活動実践者等との意見交換会
を行い育成センター事業の充実に努めます。 
(1)地域の青少年活動のリサーチ（取材） 
(2)活動実践者等との意見交換会 

(1)通年 

(2)年2回 

認定制度研修の調査 
青少年育成を担う「ユースワーカー」の養成や認定

の制度化に向け、ユースワーカー全国協議会が実施す
る研修制度の調査を行います。【新規】 

通年 

Ｂ 

青少年を支え

る人材を育成

する事業 

い 

講座、セミナー、

育成 

青少年に関わる人の人

材育成研修・講座 

青少年の現状理解や課題に寄り添える人材の育成研
修を実施します。併せて実践者がレベルアップを図るた
めの専門研修も実施します。 
(1) 青少年理解の基礎講座（前期、後期) 

※一部サテライト会場やオンラインでの開催【新規】 

(2)専門研修（連続講座） 

(1)年10回 

(2)年5回 

青少年活動や団体活動

を支援する講座 
団体運営のヒントや活動に役立つ考え方や手法を学

ぶ研修を実施します。 
年6回 

青少年に関わる人材の

すそ野を広げる取組み 

大学生世代～30代の若者コミュニティを作り、地域
活動の取材や活動への参加を通して、地域社会に関心
を持つきっかけを提供します。 

・若者ボランティアによる地域活動の調査や取材など 

定例会の開催 

取材年４回 

高校生や大学生世代を対象に、地域で子どもの
遊びや活動を支援する若者ボランティアを養成しま
す。活動を通して、青少年活動の楽しさややりがいを
身近に感じてもらう機会とします。※YPCNとの協働 

年１回 

（全４日） 

他団体と協働した人材

育成 
青少年を支援する関係機関や団体等との協働

により青少年に関わる人材の育成を図ります。 
年4団体以上 

団体や人材の交流促進 

青少年育成や団体運営に関する課題の共有や
ノウハウなどの情報交換や学び合いを通して、団
体・施設間や多世代間の交流を促進します。 
(1)青少年育成関係者の交流勉強会（ユースゼミ） 
(2)子ども青少年に関わる関係者の集い 

(1)年6回 

(2)年1回 

 



様式１ 

《目標設定時公表項目》 2022年度 横浜市青少年育成センター 

目標設定の

視点 
運営目標 管理指標・数値 

利用者 

サービス 

地域の青少年活動を支援するた

め、施設の貸出や青少年育成に

関する相談や情報提供などに対

応します。 

①施設稼働率 70％（前年度年間目標：60％） 

②相談・情報提供業務 年間 100件 

（前年度年間目標：100件） 

業務運営 

①青少年に向き合う地域人材を

育成します。 

②青少年育成者・団体ネット

ワークの推進を強化します。 

①青少年育成に関する講座・研修等への参加者数 

延べ 700人以上。（前年度年間目標：600人以上） 

②青少年育成に取り組む他団体と連携して、青少年育成

者や、団体のネットワークを推進します。 

 連携事業：年４事業以上 

職員育成 

①青少年活動を多角的に支援で

きる職員の養成 

②安心して活動できる施設運営 

①職員の外部研修への参加 年６回以上。 

育成センタースタッフの内部研修の実施 年１回以上 

②避難誘導訓練 年 1回、AED講習会 年１回 

財務 
利用料収入および事業収入の増

収を図り、自主財源を高めます。 

①利用料収入  190万円（前年度年間目標：190万円） 

②事業収入   75万円（前年度年間目標：90万円） 

 

 

《実績評価時公表項目》 

目標設定

の視点 
運営目標 管理指標・数値 実績値 

目標との 

差異 

今後の取組 

（改善計画） 

利用者 

サービス 

キャッシュレス決済や電

子申請、オンライン活動

の支援など利便性の向上

を図り、利用促進を図り

ます。 

①施設稼働率：70％ 

②相談・情報提供業務

年間：100件 

 

  

業務運営 

①サテライトやオンライ

ンでも研修を開催し参

加者増加を図ります。 

②青少年育成者・団体

ネットワークの推進を

強化します。 

①講座・研修等の参加

者数延べ 700人以上。 

②他団体との連携事

業：４事業以上 

 

  

職員育成 

①青少年活動を多角的に

支援できる職員の養成 

②安心して活動できる施

設運営 

①外部研修への参加 

年 6回以上 

②避難誘導訓練年 2回 

AED講習会年 1回 

 

  

財務 

新たに機材等の貸出料金

を設定するなど、利用料

収入および事業収入の増

収を図ります。 

①利用料収入 

190万円 

②事業収入 

75万円 

 

  

 



○建築物の保守管理
項目 機器及び設備名称 実施内容 回数 実績 分担

内部仕上げ 壁面・天井・床・　等 目視点検 １日１回以上 育成Ｃ

○空調・電気・消防設備等保守点検
項目 機器及び設備名称 実施内容 回数 実績 分担

空調設備 外観の状態 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
自動運転盤の異常の有無 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
電流値の適正 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
モーターの異常の有無 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
回転音異常の有無 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
ファンベルトの異常の有無 目視点検 １日１回以上 関内Ｈ
ドレンパンの異常の有無 目視点検 月１回 関内Ｈ
フィルターの汚れ 点検・清掃 月１回 関内Ｈ

電気設備 受電設備 年次点検 年1回（9月） 関内Ｈ
配電設備 年次点検 年1回（9月） 関内Ｈ
蓄電池設備 年次点検 年1回（9月） 関内Ｈ

消防設備 機器・総合点検 年２回 (9月、3月） 関内Ｈ
中央監視装置 本体・制御点検 年２回　(7月、2月） 関内Ｈ
エレベーター設備 月例点検 月１回 ― 関内Ｈ
自動ドア設備 定期点検 年４回 (6,9,12,3月) 関内Ｈ

○環境衛生業務
項目 機器及び設備名称 実施内容 回数 実績 分担

環境衛生管理 空気環境測定 年6回（奇数月） 関内Ｈ
水質検査 年2回（8月、2月） 関内Ｈ
害虫駆除 薬剤散布等 年2回（8月、2月） 関内Ｈ
受水槽清掃 物理的清掃 年1回（6月） 関内Ｈ
残留塩素測定 試薬による点検 1日1回 関内Ｈ
高置水槽清掃 物理的清掃 年1回（6月） 関内Ｈ
雑排水槽清掃 物理的清掃 年2回（8月、2月） 関内Ｈ
排水管清掃 関内Ｈ

○備品等の保守管理
項目 分担

事務備品の管理 育成Ｃ
消耗品の管理 育成Ｃ

○清掃業務
項目 機器及び設備名称 実施内容 回数 実績 分担

日常清掃 日常清掃 1日1回以上 関内Ｈ
定期清掃 床清掃（洗浄・ ワックス塗布） ワックス塗布 年５回 関内Ｈ

照明器具清掃 照明器具、排気口清掃 年１回 関内Ｈ
ガラス清掃 ガラス清掃 年６回（奇数月） 関内Ｈ

○保守管理業務
項目 機器及び設備名称 実施内容 回数 実績 分担

常駐警備 巡回警備 １日４回以上 関内Ｈ
機械警備 セコム 毎日（夜間） 警戒警備 関内Ｈ

2022年度　横浜市青少年育成センター保守点検計画

協定の内容
施設の運用に支障をきたさないよう適正に管理する
施設の運用に支障をきたさないよう適正に管理する

実績
日常点検とともに実施
日常点検とともに実施



2022年度育成センターの長期保全更新計画案

更新実施年度
2022年度

1 床シートの張替え △

2 壁紙のシミ、補修 △

3 洗面台蛇口の交換（タッチレス） △

4 洋式便器の増設 △

5 洗面台蛇口の交換（タッチレス） △

6 洋式便器の増設 △

7 壁紙の剥がれ △

8 床シートの張替え △

9 正面開閉扉のレール交換 △

10 壁紙の剥がれ △

11 床シートの張替え ○

12 壁の陥没（数ケ所） △

13 和室 襖の張替え △

14 洗面台蛇口の交換（タッチレス） △

15 洋式便器の増設 △

16 洗面台蛇口の交換（タッチレス） △

17 洋式便器の増設 △

18 廊下 防犯カメラの設置 ◎

◎早急な対応が必要　　○実施予定　　△未定

横浜市青少年育成センター

備考フロア№ 更新項目 内容

＜その他＞※上記以外の修繕等

研修室２

男子トイレ

交流スペース

研修室１

地下
２階

男子トイレ

女子トイレ

女子トイレ



（指定管理者が記入する様式）

収入の部 （税込、単位：円）

当初予算額

（A）

補正額

（B）

予算現額

（C=A+B）

決算額

（D）

差引

（C-D）
説明

46,304,000 46,304,000 46,304,000 横浜市より

1,900,000 1,900,000 1,900,000

400,000 400,000 400,000 事業参加費ほか

0 0 0

350,000 0 350,000 0 350,000

印刷代 190,000 190,000 190,000 ﾌﾟﾘﾝﾄルーム使用料

自動販売機手数料 60,000 60,000 60,000

駐車場利用料収入 0 0 0

その他（ロッカー貸出） 100,000 100,000 100,000

48,954,000 0 48,954,000 0 48,954,000

支出の部

当初予算額

（A）

補正額

（B）

予算現額

（C=A+B）

決算額

（D）

差引

（C-D）
説明

22,000,000 0 22,000,000 0 22,000,000

17,668,000 17,668,000 17,668,000

3,000,000 3,000,000 3,000,000

500,000 500,000 500,000

40,000 40,000 40,000

35,000 35,000 35,000

757,000 757,000 757,000

580,000 0 580,000 0 580,000

30,000 30,000 30,000

100,000 100,000 100,000 事務物品（コピー用紙、文具、プリンタートナーなど

0 0

110,000 110,000 110,000 施設パンフレット・チラシの作成費

60,000 60,000 60,000

50,000 0 50,000 0 50,000

横浜市への支払分 50,000 50,000 50,000 貸ロッカー設置に伴う目的外使用料

その他 0 0

100,000 100,000 100,000 貸出物品購入ほか

0 0 0

30,000 30,000 30,000

50,000 50,000 50,000 事業実施に関する研修

50,000 50,000 50,000

0 0 0 貸出事業にかかる経費として事業費に計上

0 0

0 0 0

7,400,000 0 7,400,000 0 7,400,000

7,400,000 7,400,000 7,400,000
相談事業、教室（講座）事業、貸室事業にかかる経費
(事業スタッフ賃金、印刷機リース、諸謝金、広報通信費ほか）

0 0 0

13,960,000 0 13,960,000 0 13,960,000

0 0 0 0 0 施設負担金として、設備保全費に一括計上（関内ホール）

電気料金 0 0 0

ガス料金 0 0 0

水道料金 0 0 0

0 0 施設負担金として、設備保全費に一括計上（関内ホール）

1,800,000 1,800,000 1,800,000 小破修繕対応費

0 0 施設負担金として、設備保全費に一括計上（関内ホール）

12,160,000 0 12,160,000 0 12,160,000 施設負担金（関内ホール）ほか

空調衛生設備保守 0 0 0

消防設備保守 0 0 0

電気設備保守 0 0 0

害虫駆除清掃保守 0 0 0

駐車場設備保全費 0 0 0

その他保全費 12,160,000 12,160,000 12,160,000 施設負担金（11,000,000）、廃棄物処理費（60,000）、管理消耗品
（1,100,000）

0 0 0

1,972,000 0 1,972,000 0 1,972,000

0 0 0

1,967,000 1,967,000 1,967,000 消費税

5,000 5,000 5,000

0 0 0

2,042,000 0 2,042,000 0 2,042,000

1,105,000 1,105,000 1,105,000

937,000 937,000 937,000 会計システム保守、動産保険負担金、税理士・社労士顧問料

1,000,000 1,000,000 1,000,000 オンライン環境整備ほか

48,954,000 0 48,954,000 0 48,954,000

0 0 0 0 0

0

0

0 0

0 0

0 0

0 0

2022年度　横浜市青少年育成センター　収支予算書及び報告書

科目

指定管理料

利用料金収入

自主事業（指定管理料充当の自主事業）収入

自主事業収入

雑入

収入合計

科目

人件費

給与・賃金

社会保険料

通勤手当

健康診断費

勤労者福祉共済掛金

退職給付引当金繰入額

事務費

旅費

消耗品費

会議賄い費

印刷製本費

通信費

使用料及び賃借料

備品購入費

図書購入費

施設賠償責任保険

職員等研修費

リース料

振込手数料

手数料

光熱水費

事業費

自主事業（指定管理料充当の自主事業）費

自主事業費

管理費

機械警備費

清掃費

設備保全費

共益費

事業所税

消費税

自主事業費支出

自主事業収支

その他（　　　　　）

事務経費　（計算根拠を説明欄に記載）

管理許可・目的外使用許可収入

管理許可・目的外使用許可支出

管理許可・目的外使用許可収支

地域協力費

印紙税

公租公課

ニーズ対応費

支出合計

差引

自主事業費収入

本部分

当該施設分

修繕費



2022年度横浜市青少年育成 センター資金計画書

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

人件費 給与・賃金 1,050,000 1,050,000 3,300,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 3,868,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000 17,668,000

社会保険料 220,000 220,000 350,000 220,000 220,000 220,000 220,000 220,000 450,000 220,000 220,000 220,000 3,000,000

22,000,000 通勤手当 250,000 0 0 0 0 0 250,000 0 0 0 0 0 500,000

その他 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 42,000 3,000 3,000 3,000 3,000 760,000 832,000

事務費 旅費 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 3,000 5,000 3,000 3,000 30,000

580,000 需用費 10,000 80,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 120,000 10,000 10,000 10,000 300,000

役務費 20,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 20,000 140,000

使用料及び賃借料 50,000 50,000

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 60,000 0 0 60,000

事業費 自主事業費（指） 600,000 630,000 630,000 630,000 610,000 630,000 630,000 600,000 600,000 600,000 630,000 610,000 7,400,000

7,400,000 自主事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管理費 光熱水費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13,960,000 清掃費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

修繕費 0 0 600,000 0 0 600,000 0 0 600,000 0 0 0 1,800,000

機械警備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備保全費 40,000 40,000 2,900,000 40,000 40,000 3,000,000 40,000 40,000 3,000,000 40,000 40,000 2,940,000 12,160,000

共益費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　公租公課 177,000 165,000 160,000 160,000 160,000 160,000 160,000 160,000 160,000 170,000 170,000 170,000 1,972,000

事務経費 本部分、当該施設分 150,000 150,000 162,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 170,000 170,000 170,000 170,000 2,042,000

ニーズ対応費 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 50,000 50,000 1,000,000

支出合計（ア） 2,622,000 2,400,000 8,227,000 2,405,000 2,385,000 5,965,000 2,694,000 2,375,000 9,084,000 2,438,000 2,356,000 6,003,000 48,954,000

2,457,000 2,235,000 8,012,000 2,180,000 2,185,000 5,745,000 2,474,000 2,175,000 8,874,000 2,190,000 2,106,000 5,671,000 46,304,000

100,000 100,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 160,000 198,000 200,000 242,000 1,900,000

30,000 30,000 30,000 40,000 30,000 40,000 40,000 30,000 30,000 30,000 30,000 40,000 400,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑入 35,000 35,000 35,000 35,000 20,000 30,000 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 50,000 350,000

2,622,000 2,400,000 8,227,000 2,405,000 2,385,000 5,965,000 2,694,000 2,375,000 9,084,000 2,438,000 2,356,000 6,003,000 48,954,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0差引残高（イーア＋前月残高）

月

指定管理料

利用料金収入

自主事業収入（指定管理）

自主事業

収入合計（イ）
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